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１．平成24年３月期の連結業績（平成23年10月３日～平成24年３月31日） 
（１）連結経営成績                                                          （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年３月期 21,047 － 1,730 － 1,717 －  293 －
23年３月期 － － － － － － － －

（注）包括利益        24年３月期  419百万円（－％）  23年３月期   －百万円（－％） 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円   銭 円   銭 ％ ％ ％

24年３月期 14.24 － － － 8.2
23年３月期 － － － － －

（参考）持分法投資損益    24年３月期   ー百万円  23年３月期   －百万円 

（注）当社は、単独株式移転により平成23年10月３日に設立されたため、前期比較は記載しておりません。 

（２）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

24年３月期 26,878 12,392 43.3 563.81
23年３月期 － － － －

（参考）自己資本       24年３月期   11,643百万円  23年３月期   －百万円 

（注）当社は、単独株式移転により平成23年10月３日に設立されたため、前期比較は記載しておりません。 

（３）連結キャッシュ･フロ－の状況 

 
営業活動による 

キャッシュ･フロ－ 
投資活動による 

キャッシュ･フロ－ 
財務活動による 

キャッシュ･フロ－ 
現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

24年３月期 1,761 13 △1,819 2,869
23年３月期 － － － －
（注）当社は、単独株式移転により平成23年10月３日に設立されたため、前期比較は記載しておりません。 
 
２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

（合計） 
配当性向 
（連結） 

純資産配当率
（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％

23年３月期 － － － － － － － －
24年３月期 － － － 12.00 12.00 252 84.3 －

25年３月期(予想) － 12.00 － 12.00 24.00   35.4 
（注）当社は、単独株式移転により平成23年10月３日に設立されたため、前期比較は記載しておりません。 
 
３．平成25年３月期の連結業績予想（平成24年４月１日～平成25年３月31日） 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭

第２四半期(累計) 20,950 － 2,370 － 2,300 － 1,080 － 52.29
通  期 42,500 － 4,150 － 4,060 － 1,400 － 67.79

（注）当社は、単独株式移転により平成 23 年 10 月３日に設立されたため、前期比較は記載しておりません。ことが可能です。 



 

※ 注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ：無 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 
② ①以外の会計方針の変更 ：無 
③ 会計上の見積りの変更 ：無 
④ 修正再表示 ：無 

 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 24年３月期 21,873,024株 23年３月期 － 株

② 期末自己株式数 24年３月期 1,221,623株 23年３月期 － 株

③ 期中平均株式数 24年３月期 20,587,115株 23年３月期 － 株

（注）当社は、単独株式移転により平成23年10月３日に設立されたため、前期比較は記載しておりません。 
 
※監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続が実施中です。 

 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ
ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ペ－ジ「経営
成績に関する分析」をご覧ください。 

 



   

  

※開示の省略 

個別財務諸表等の決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられる事項については、開示を省略しておりま

す。  
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当社は、平成23年10月３日に、㈱栄光の単独株式移転により設立されたため、当連結会計年度は平成23年10月３日

から平成24年３月31日までとなります。また設立初年度のため、前年対比は記載しておりません。 

  

（１）経営成績に関する分析 

①当連結会計年度の概況 

当連結会計年度（平成23年10月３日から平成24年３月31日まで）におけるわが国の経済は、企業の生産活動や個人

消費がやや持ち直すなど、東日本大震災の影響による停滞から回復の動きも見られましたが、欧州政府の債務問題、

円高の進行等により、先行き不透明な状況で推移しました。 

当教育サービス業界におきましても、こうした経済情勢に加え、少子化による学齢人口の減少もあって、厳しい経

営環境が続いております。他方、質の高い学習指導への期待、学習内容の増加に主眼を置く新学習指導要領の実施、

今般の文教政策をめぐる議論の活発化等も受けて、教育全般及び当業界への社会の関心は高まりを見せております。

こうした状況のもとで、当社グループは、事業の方向性を教育サービス分野に特化し経営資源を集中することによ

り、学習塾を中心とする「既存市場の深耕」と、これらとのシナジー効果が期待できる語学教育等の「新市場の開

拓」を図ってまいりました。 

また、業務提携先との協働事業を推進しており、㈱増進会出版社（Ｚ会グループ）とは通信教育教材と対面指導を

組み合わせたサービスの提供、教材等のコンテンツの共同開発・共有と販売ルートの拡大、㈱進学会とは科学実験教

室の手法・コンテンツの共有、新ブランド「栄光ゼミナール リテラ」に関する協働等の施策を実施しております。

このほか、学習塾、語学スクール、学童保育等の教育サービスを総合的に提供する施設の運営にあたる㈱ソーシャル

シェアリングサービスを、㈱栄光、㈱増進会出版社及び㈱ウィズダムアカデミーとの合弁により設立し、平成24年２

月には、第１号店として恵比寿ガーデンプレイス内に「恵比寿アカデミーガーデン」をオープンしました。さらに、

平成24年３月には、当社及び㈱栄光が、幼稚園・小学校受験指導等に実績を有する㈱アイ・シー・イー綜合教育研究

所及びアイ・シー・イー㈱と業務資本提携を行い、幼児教育分野での協働を進めております。 

当連結会計年度の当社グループの業績は、売上高は21,047百万円、営業利益は1,730百万円、経常利益は1,717百万

円、当期純利益は293百万円となりました。  

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

 〔教育事業〕  

㈱栄光が担う教育事業の学習塾部門（学習塾「栄光ゼミナール」等）におきましては、市場の深耕を図るため、

新たなブランドとして「栄光ゼミナール リテラ」「栄光ゼミナール ワイズ」の展開を開始しました。「栄光ゼ

ミナール リテラ」は、業務提携先である㈱進学会の協力も得て開発した、主に住宅街等に出店し、地元の公立高

校への進学指導を行う地域密着型の教室であり、埼玉県内に３校を開設しております。他方、「栄光ゼミナール 

ワイズ」は私立中学校受験対策の６名定員制授業や私立小学校・中学校及びインターナショナルスクールの生徒を

対象に個別指導を行う教室であり、「恵比寿アカデミーガーデン」内に１校を開設しております。全体の教室数

は、当連結会計年度中に上記の新ブランド４校を含め合計24校を開設（「栄光ゼミナール」からの高等部「ナビ

オ」、個別指導専門塾「ビザビ」への分離独立による新設を含む）する一方で、運営面の効率性等を考慮し６校を

統廃合したことにより、合計で399校、期中平均生徒数は71,713名となりました。 

㈱シェーンコーポレーションが担う語学教育部門（語学教室「シェーン英会話」等）におきましては、教室数は

177校（フランチャイズ教室41校を含む）、期中平均生徒数は19,058名となっております。 

当連結会計年度の教育事業の業績は、売上高は16,752百万円、セグメント利益は2,246百万円となりました。 

  

〔教育ソリューション事業〕 

教育ソリューション事業（学校、学習塾等の教育機関に対する総合支援事業）の中核である㈱エデュケーショナ

ルネットワークにおきましては、学習塾用教材・テストの販売を行う教育コンテンツ部門、私学の生徒募集活動を

支援する募集広告部門「スクールネットワーク」、教職員の派遣・紹介部門「イー・スタッフ」等の部門が連携を

深めることにより、ソリューションの強化を推進しております。また、㈱ネリーズが担う語学教材等の販売を行う

語学教材部門も、グループ各社とのシナジーも活かして収益性の向上等に努めております。 

当連結会計年度には、平成24年度からの中学校における新学習指導要領の実施等を踏まえ、中学生対象の教材の

改訂と販売促進等に特に注力しました。 

当連結会計年度の教育ソリューション事業の業績は、売上高は3,677百万円、セグメント利益は359百万円となり

ました。 

  

〔その他の事業〕 

その他の事業におきましては、㈱エデュプレスが担う印刷部門等が、教育事業及び教育ソリューション事業との

シナジーを活かした事業展開を図っております。 

１．経営成績
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当連結会計年度のその他の事業の業績は、売上高は617百万円、セグメント利益は169百万円となりました。 

  

 ≪参考情報≫ 

 当社は、当社グループの持株会社として、㈱栄光の単独株式移転により平成23年10月３日に設立されたため、平

成24年３月期は平成23年10月３日から平成24年３月31日までの約６カ月間となり、本決算短信の内容も当該期間の

経営成績等となります。 

 つきましては、比較参考情報として、㈱栄光の平成23年３月期及び平成24年３月期第２四半期の連結業績の概要

を、次のとおりお知らせします。 

                                    （単位：百万円） 

  

②次連結会計年度の見通し 

 次連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）におきましても、当社グループは、学習塾を中心

とする「既存市場の深耕」と、これらとのシナジーが期待できる教育に関連する「新市場の開拓」に力を注ぐ方針で

あります。業績につきましては、連結売上高は42,500百万円、連結営業利益は4,150百万円、連結経常利益は4,060百

万円、連結当期純利益は1,400百万円を見込んでおります。 

セグメント別の主な施策は次のとおりであります。 

〔教育事業〕 

 教育事業の学習塾部門（㈱栄光）におきましては、新ブランド「栄光ゼミナール リテラ」を含め首都圏を中心

に20校程度の新校展開を行い、教室ネットワークの拡充を図ります。また、既存校についてもリニューアル、教

師のレベルアップの取組みに注力し、顧客満足度の向上を目指すほか、ウェブを活用した教材の普及、業務提携

先である㈱増進会出版社（Ｚ会グループ）及び㈱進学会との連携による新たなサービスの開発と普及等にも、引

き続き注力する方針であります。 

 語学教育部門（㈱シェーンコーポレーション）におきましては、平成22年の子会社化以降、各既存校の収益性を

踏まえた教室の展開状況の見直しを行い、収益性の向上を進めてきました。今後は、既存校の一層の充実と新校

の展開、さらに法人からの語学研修受託等も積極的に推進し、業績の向上を図ってまいります。 

  

〔教育ソリューション事業〕 

 教育ソリューション事業の中核である㈱エデュケーショナルネットワークにおきましては、学習内容の増加を主

眼とする新学習指導要領の実施を受けて需要が増大している、教科書に準拠したワークブック等の販売を推進す

るほか、大学入学予定者及び大学生を対象とする補習（リメディアル教育）等の新サービスの開拓にも取り組ん

でまいります。また、㈱増進会出版社（Ｚ会グループ）及び㈱進学会との業務提携も積極的に活用し、新教材の

開発、商材のラインナップの充実と販路の拡大にさらに注力する方針であります。また、㈱ネリーズが担う語学

教材部門におきましても、グループ各社と連携して、営業力及び商品開発力の強化に努めてまいります。 

  

〔その他の事業〕 

 その他の事業におきましては、㈱エデュプレスが担う印刷部門について、仕入先や外注先の海外開拓による価格

競争力の強化、コンテンツ制作等の新しいビジネスモデルの開発等に引き続き努める方針であります。   

   

  ご参考 ㈱栄光（連結）  栄光ホールディングス㈱

区   分 平成23年３月期 
平成24年３月期 
第２四半期 

平成24年３月期 
（当連結会計年度） 

売 上 高  37,582  20,433  21,047

営 業 利 益  3,292  2,296  1,730

経 常 利 益  2,999  2,152  1,717

当 期 純 利 益  909  1,002  293
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（２）財政状態に関する分析  

〔資産、負債及び純資産の状況〕 

 当連結会計年度末の財政状態については、資産の額は26,878百万円となりました。流動資産は9,219百万円と

なり、主な内容は、現金及び預金3,035百万円等であります。固定資産は17,658百万円となり、主な内容は、建

物及び構築物などの有形固定資産が7,939百万円、のれんなどの無形固定資産が2,245百万円、敷金及び保証金な

どの投資その他の資産が7,473百万円であります。 

負債の額は、14,485百万円となりました。流動負債は10,695百万円で、主な内容は、短期借入金2,958百万円

等であります。固定負債は3,790百万円で、主な内容は、長期借入金1,894百万円等であります。 

純資産の額は、12,392百万円であります。 

  

〔キャッシュ・フローの状況〕 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、営業活動による収入が1,761百万円となりましたが、借入金

の返済と相殺され、当連結会計年度の期初に比べ、44百万円減少し、2,869百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度には1,761百万円の収入となりました。これは主

に、税金等調整前当期純利益1,107百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度には13百万円の収入となりました。これは主に、投

資有価証券の売却収入等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、1,819百万円の支出となりました。これは主に、借入金の返済等に

よるものであります。  

  

〔キャッシュ・フロー関連指標の推移〕 

・自己資本比率：自己資本／総資産 

・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

・キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

・インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。 

     

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の最重要政策のひとつと認識し、連結配当性向30％を目安に、業

績に応じた柔軟な成果配分を行うことを基本方針としてまいりました。 

当連結会計年度におきましては、当社が㈱栄光の業績を引き継いだものとして換算した場合の連結業績（平成23

年４月１日から平成24年３月31日までの１年間の業績）では増収増益を達成したこと、また、内部留保の必要性等

を総合的に考慮し、１株当たりの期末配当金を当初計画していた10円から２円増配し、12円とさせていただく予定

であります。 

また、当連結会計年度の業績が堅調に推移するとともに、平成20年３月期以降進めてきた中長期的な成長に向け

た経営基盤の構築、教育サービスの拡充とグループ経営の効率化も進捗していることから、株主の皆様に対する利

益還元の方針をより明確にするため、今後は配当の目安を連結配当性向40％に引き上げ、経営環境の変化や投資計

  平成24年３月期 

自己資本比率（％） 43.3 

時価ベースの自己資本比率（％） 34.8 

キャッシュ・フロー 

対有利子負債比率（％） 
－ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － 
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画の進捗等を勘案して一層柔軟な成果配分を行ってまいります。 

これに沿って、次連結会計年度におきましては、中間配当を１株当たり12円、期末配当を同じく12円とさせてい

ただく計画であり、過去の㈱栄光の配当実績を含めると、平成22年３月期以降４期続けての増配となる予定であり

ます。 

なお、内部留保につきましては、新校の展開、既存校のリニューアル、新サービスや教材の普及等、当社グルー

プの持続的な成長を支えるための諸施策に活用する方針であります。   

   

（４）事業等のリスク 

当社グループの事業活動、経営成績、株価等に影響を及ぼす可能性のあるリスクとしては、次の事項が想定され

ます。 

なお、文中の将来に関する記載は、本資料の発表日（平成24年５月15日）現在の当社グループの判断に基づくも

のであります。 

①災害等発生によるリスク 

当社グループは、教育事業の「栄光ゼミナール」「シェーン英会話」のほか、全国各地に事業所を展開しており

ます。これらの拠点が地震、火災、重大事故等の災害に巻き込まれた場合、顧客や従業員、設備等に重大なダメー

ジが及ぶ恐れがあります。また、各拠点の所在地周辺で新型インフルエンザ等の感染症が発生し、なおかつその流

行が長期化した場合、業務の遂行・継続に支障を来す恐れがあります。これらのリスクを回避するため、有事に備

えての支援体制・マニュアルの整備、安全対策研修の継続的な実施等の取組みを行ってまいりましたが、平成23年

３月の東日本大震災の発生を受け、宮城県内在勤の従業員からの報告内容等も踏まえて、安全対策上の施策の総点

検を行うとともに、継続して改良に努めております。しかしながら、これらの取組みにもかかわらず、想定を大き

く上回る規模で災害等が発生した場合、人的・物的・金銭的な損害が生じ、当社グループの業績に重大な影響を及

ぼす可能性があります。  

  

②ブランドリスク 

 当社グループは、教育事業におきまして、学習塾「栄光ゼミナール」及び語学教室「シェーン英会話」等を展開

しております。学習塾部門（㈱栄光）では、サービスの充実を図るため、「保護者なんでも相談室」を設置し、寄

せられたご意見や問題点の指摘も踏まえて適宜教室や従業員への指導・監督を行っております。また、語学教育部

門（㈱シェーンコーポレーション）におきましても、社内体制や業務の再構築を進め、指導・監督機能の強化を図

っております。しかしながら、これらの取組みにもかかわらず、何らかの原因により顧客や社会からの信頼が損な

われブランドイメージが著しく低下した場合、生徒数が減少し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。  

  

③人材確保及び育成のリスク 

 当社グループは、教育事業の学習塾部門におきまして、優秀な非常勤講師を多数確保する必要があります。この

ため、募集活動にあたる部署の強化のほか、地域の教室管理部門ごとに集中研修を実施するなど、採用後のレベル

アップにも絶えず注力しております。同様に語学教育部門におきましても、ネイティブ講師の確保が不可欠なた

め、英国内の機関とも連携して、ＴＥＳＯＬ（Teaching English to Speakers of Other Languages 英語を母国

語としない人に英語を教授する資格）の有資格者を中心に講師の採用に注力しております。 

 しかしながら、これらの取組みにもかかわらず、講師の継続的かつ安定的な採用・育成が困難になった場合、教

室での指導の質が低下し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

④個人情報取扱いのリスク 

 当社グループは、教育事業におきまして、多数の顧客の個人情報をデータベース化し学習指導等に利用している

ほか、すべての事業において、顧客、取引先、従業員等の個人情報を保有しております。これらの情報の流出・漏

えいを防止し適正に利用するため、社内の管理体制の整備・運用、従業員の意識向上を目的とする研修の実施等の

施策を推進しております。 

 しかしながら、これらの取組みにもかかわらず、何らかの原因により個人情報が流出した場合、当社グループへ

の信用が失われ、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑤システム障害発生のリスク 

 当社グループは、教育事業におきまして、コンピュータシステム及びネットワーク網を整備することにより教室

の事務・経理処理を集約化しているほか、すべての事業において、顧客管理・人事処理・会計業務等にシステムを

導入しております。これらのシステムを適正かつ継続的に運用するため、専門部署による稼動状況の監視と安全性

の検証、情報管理規程類の運用等を行っております。 

 しかしながら、これらの取組みにもかかわらず、何らかの原因によりシステムに障害が発生した場合、業務遂行

が困難になり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑥法的規制強化のリスク 

 当社グループは、教育事業におきましては、消費者契約法や特定商取引法等、さまざまな法的規制のもとで事業

活動を行っております。これらの法令遵守を徹底するため、コンプライアンス研修等を実施しているほか、関係省

庁や全国学習塾協会、全国外国語教育振興協会の指導も受けながら、法令や契約等に関連する社内制度・管理体制

の継続的な改善に努めております。  

 しかしながら、法的規制が著しく強化された場合には、これに対応するための費用の発生や減収により、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

⑦のれんの計上によるリスク 

 当社グループは、連結貸借対照表に相当額ののれんを計上しております。これらを対象とする事業において、業

績拡大、企業価値の向上への取組みにもかかわらず、経営環境や事業の状況の著しい変化等により収益性が低下し

た場合には、のれんの減損損失の発生により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。   
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当社グループは、学習塾、語学教育等の教育事業、学校・学習塾向けの教材、語学教材等の販売、教職員の派遣・

紹介をはじめとする教育関連機関への支援を行う教育ソリューション事業を主たる業務としております。 

当社グループの事業の内容について図示すると次のとおりであります。 

  

  

（注）１．非連結子会社 EIKOH SEMINAR AUSTRALIA PTY.LTD. 、EIKOH VIETNAM Co.,Ltd.及び㈱ソーシャルシェアリ

ングサービスの３社 

持分法適用除外関連会社 ㈱ライトワークス、㈱ファカルタス及び㈱アイ・シー・イー綜合教育研究所の３

社 

その他の関係会社 ㈱進学会、㈲進学会ホールディングス及び㈱増進会出版社の３社  

２．平成24年１月１日付で、㈱モチベーションアカデミア及び㈱レイズアイの全株式を譲渡しました。 

３．平成24年３月26日付で、㈱アイ・シー・イー綜合教育研究所の株式を取得しました。 

   

２．企業集団の状況

栄光ホールディングス㈱（6053）　平成24年３月期　決算短信

－7 －



（１）会社の経営の基本方針 

教育とは、人間の成長や人生設計の手助けをする点で、未来に関わりを持つ、極めて責任の重い行為と言えま

す。 

当社グループは、基本理念「ＰＲＯＶＩＤＡ 学び、未来を変えよう」に基づき、学習塾「栄光ゼミナール」を

コアに、教育やその支援を通じて社会に貢献することを目指しております。 

この理念を日常業務の取組みに反映させたものが、以下の「栄光グループ行動憲章」であり、全従業員の行動の

指針と内部統制の根幹となっております。 

〈栄光グループ行動憲章〉 

Ⅰ．お客さまの満足と信頼 

社会的に有益な製品・サービスを安全性や個人情報の保護に十分配慮して提供し、お客さまの満足と信頼を

獲得します。 

Ⅱ．適正な企業活動 

公正、透明で適正な企業活動を行います。また、行政との健全かつ正常な関係を保ちます。 

Ⅲ．新事業の開拓 

旧来の常識にとらわれることなく、常に新しい製品、サービスおよび新事業を開拓し、豊かな未来を築くた

めに貢献します。 

Ⅳ．公正な情報の開示 

株主はもとより、広く社会とコミュニケーションをはかり、企業情報を適時かつ公正に開示します。 

Ⅴ．人権の尊重 

すべての行動において、人権や個人の多様性、人格、個性を尊重し、１人ひとりのゆとりと豊かさを実現し

ます。 

Ⅵ．社会貢献活動 

社会の一員であることを自覚し、「良き企業市民」として、積極的に社会貢献活動を行います。   

   

（２）目標とする経営指標 

当社グループは、連結売上高営業利益率を、継続的な利益還元と事業展開に不可欠な資金の確保に関する指標と

してのほか、経営の効率化の観点からも重視し、10％超の早期達成を目標としております。 

事業の方向性を教育に特化するとの方針のもと、教育サービスの拡充とグループ経営の効率化を加速した平成20

年３月期以降、連結売上高営業利益率は毎期伸長し、当連結会計年度には、当社が㈱栄光の業績を引き継いだもの

として換算した場合の連結業績（平成23年４月１日から平成24年３月31日までの１年間の業績）では9.7％となり

ました。 

次連結会計年度におきましても、引き続き成長性と効率性を意識した事業活動を展開し、目標の達成と一層高度

な成果の実現を目指してまいります。  

   

（３）中長期的な会社の経営戦略 

今般わが国の合計特殊出生率は極めて低い水準にあり、官民で出産・育児支援のさまざまな取組みが行われてい

るものの、当面はこの傾向が続くものと思われます。他方、学力低下問題の顕在化を背景として、より質の高い教

育を求める声はますます強まっており、急速に設立が進んだ公立中高一貫校に多くの志願者が集まったことなど

も、その表れといえます。社会全体の潮流としても、学習内容の増加に主眼を置く新学習指導要領の実施、文教・

育児支援政策に関する議論の活発化、企業における英語公用語化の動き等を受けて、教育全般及び教育サービス業

界への関心は高まりを見せており、今後のニーズの増大が期待されるところであります。こうした環境のもと、当

社グループの主要な事業領域である学習塾業界は、高度な指導ノウハウ・情報力と資金力・人的資源を有する大規

模事業者同士が激しく競争する時代に突入しており、さらなる顧客層の拡大やサービスの強化を目指して、アライ

アンスやＭ＆Ａも活発化しております。 

以上を踏まえて、当社グループは事業の方向性を教育に特化し、顧客にとって欠くことのできない学びのパート

ナーとして、市場及び社会全般で確固たるポジションを獲得できるよう、サービスの拡充に邁進してまいります。

具体的には、「新市場の開拓」を目指して、語学教育部門の「シェーン英会話」の強化、主に低年齢層を対象と

する科学実験教室「栄光サイエンスラボ」やカルチャースクール「栄光キッズカレッジ」の浸透、アライアンスも

活用しての大学入学予定者・大学生向けリメディアル教育、社会人教育、通信教育、幼児教育の開発等に注力し、

対象とする顧客層の拡大を図ります。 

また、学習塾「栄光ゼミナール」を中心とする既存事業におきましても、新校展開、既存校のリニューアル、教

師のレベルアップに向けた研修等に引き続き注力するほか、顧客に提供可能な選択肢の増強を目的に、新ブランド

「栄光ゼミナール リテラ」「栄光ゼミナール ワイズ」の普及、ウェブを利用した学習システムの開発と充実、

㈱増進会出版社（Ｚ会グループ）及び㈱進学会の指導ノウハウの一部導入や教材の共同開発・販売等に取り組み、

「既存市場の深耕」を推進してまいります。   

   

３．経営方針
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（４）会社の対処すべき課題 

当社グループは、重点的に対処すべき課題を次のとおりに認識しております。 

①持株会社体制の整備と事業領域の拡大 

当社グループの主な事業領域である学習塾業界は、少子化による学齢人口の減少という市場規模自体の縮小傾

向等により、大規模事業者を中心に激しい顧客獲得競争が続いております。こうした環境のもとで企業として持

続的な成長を遂げていくためには、当社グループが事業を展開する分野の拡大・充実（既存市場の深耕）のみな

らず、隣接分野を中心に新たな事業領域の拡大（新市場の開拓）を図ることが不可欠と認識しております。これ

を踏まえて、㈱栄光は平成22年に語学関連企業７社（現在、㈱シェーンコーポレーション及び㈱ネリーズの２社

に再編）を子会社化しました。 

さらに、中長期にわたり当社グループの企業価値の向上を図るためには、より機動的な意思決定を行う体制の

確立、経営資源の適切な配分やグループのガバナンスの強化等が必要との判断のもと、平成23年６月開催の㈱栄

光定時株主総会での承認に基づき、10月３日に持株会社として当社が設立されました。続いて、平成24年１月１

日には、㈱栄光の管理部門及び関係会社管理部門に関する事業の一部を当社が承継する吸収分割を実施し、経営

方針・計画策定機能を持株会社へ集約しました。今後も、こうした仕組みを有効に働かせ経営の一層の迅速化を

図るとともに、さらなる事業領域の拡大、アライアンス・Ｍ＆Ａ等の検討・実施に精力的に取り組む一方で、事

業部門を担う各子会社においても業務執行機能の強化を図り、市場動向への機動的な対応と業績の向上に邁進し

てまいります。 

  

②アライアンスの活用・深化 

当社グループは、今般の非常に厳しい経営環境を踏まえて、顧客により魅力的な教育サービスを開発・提供す

るとともに、重点課題である隣接市場の開拓を促進するため、当社及び子会社が複数のアライアンスを構築・活

用しております。 

特に㈱増進会出版社（Ｚ会グループ）及び㈱進学会とは、当社に対する出資、さまざまな事業分野に関連する

協働・協力を含む、広範な業務資本提携を行っております。これに基づき推進している施策のうち、主要なもの

は以下のとおりであります。 

Ⅰ．㈱増進会出版社（Ｚ会グループ）との業務資本提携 

◇Ｚ会の通信教育教材と当社グループの教室での対面指導を組み合わせたサービスの確立・提供 

◇教材等のコンテンツの共同開発・共有と販売ルートの拡大 

◇大学生・大学入学予定者の基礎学力養成のための教育サービス等を提供する合弁会社の経営 

Ⅱ．㈱進学会との業務資本提携 

◇小学生・中学生・高校生・高卒生向け学習指導ノウハウ・教材・コンテンツの共有・相互活用 

◇当社グループの運営する科学実験教室「栄光サイエンスラボ」の手法・コンテンツの共有 

◇当社グループが展開を開始した新ブランド「栄光ゼミナール リテラ」への協力 

当社は、当社グループが「既存市場の深耕」と「新市場の開拓」を着実に推進し、より一層の持続成長を果た

していくために、これらのアライアンスが極めて重要なファクターになるものと認識しており、今後も積極的な

活用、各社との協力関係の強化に努める方針であります。   
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 3,035,649

受取手形及び売掛金 2,834,168

有価証券 8,065

商品及び製品 1,505,363

仕掛品 133,181

原材料及び貯蔵品 75,438

繰延税金資産 185,340

その他 1,462,133

貸倒引当金 △19,823

流動資産合計 9,219,517

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物 7,362,865

減価償却累計額 △3,198,895

建物及び構築物（純額） 4,163,970

土地 3,388,031

建設仮勘定 26,448

その他 1,861,147

減価償却累計額 △1,499,895

その他（純額） 361,252

有形固定資産合計 7,939,703

無形固定資産  

のれん 1,193,255

その他 1,052,658

無形固定資産合計 2,245,914

投資その他の資産  

投資有価証券 602,419

長期貸付金 228,274

敷金及び保証金 3,201,899

投資不動産 4,404,418

減価償却累計額 △1,908,726

投資不動産（純額） 2,495,691

繰延税金資産 763,013

その他（純額） 628,702

貸倒引当金 △446,794

投資その他の資産合計 7,473,206

固定資産合計 17,658,824

資産合計 26,878,341
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（単位：千円）

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金 1,446,997

短期借入金 2,958,501

1年内償還予定の社債 100,000

未払費用 2,196,372

未払法人税等 1,225,501

前受金 766,029

返品調整引当金 11,372

賞与引当金 19,157

資産除去債務 74,231

その他 1,897,050

流動負債合計 10,695,213

固定負債  

長期借入金 1,894,020

退職給付引当金 1,749,900

その他 146,751

固定負債合計 3,790,672

負債合計 14,485,885

純資産の部  

株主資本  

資本金 2,265,711

資本剰余金 3,098,659

利益剰余金 6,717,541

自己株式 △505,875

株主資本合計 11,576,036

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 67,498

その他の包括利益累計額合計 67,498

少数株主持分 748,920

純資産合計 12,392,455

負債純資産合計 26,878,341
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

当連結会計年度 
(自 平成23年10月３日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 21,047,566

売上原価 13,957,526

売上総利益 7,090,040

販売費及び一般管理費  

広告宣伝費 1,642,362

給料及び手当 1,354,929

退職給付費用 37,134

貸倒引当金繰入額 2,859

賞与引当金繰入額 18,198

その他 2,303,679

販売費及び一般管理費合計 5,359,164

営業利益 1,730,875

営業外収益  

受取利息 3,122

受取配当金 10,385

投資有価証券売却益 14,138

受取賃貸料 227,482

その他 59,927

営業外収益合計 315,056

営業外費用  

支払利息 32,953

貸倒引当金繰入額 7,042

賃貸費用 266,699

その他 21,902

営業外費用合計 328,598

経常利益 1,717,333

特別利益  

受取補償金 125,054

その他 1,913

特別利益合計 126,968

特別損失  

固定資産売却損 52,353

減損損失 596,941

その他 87,627

特別損失合計 736,922

税金等調整前当期純利益 1,107,379

法人税、住民税及び事業税 793,243

法人税等調整額 △65,851

法人税等合計 727,392

少数株主損益調整前当期純利益 379,987

少数株主利益 86,815

当期純利益 293,172
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

当連結会計年度 
(自 平成23年10月３日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 379,987

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 39,332

その他の包括利益合計 39,332

包括利益 419,320

（内訳）  

親会社株主に係る包括利益 331,459

少数株主に係る包括利益 87,861
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

当連結会計年度 
(自 平成23年10月３日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本  

資本金  

当期変動額  

株式移転による増加 2,265,711

当期変動額合計 2,265,711

当期末残高 2,265,711

資本剰余金  

当期変動額  

株式移転による増加 3,102,041

自己株式の処分 △3,381

当期変動額合計 3,098,659

当期末残高 3,098,659

利益剰余金  

当期変動額  

株式移転による増加 6,629,485

剰余金の配当 △205,117

当期純利益 293,172

当期変動額合計 6,717,541

当期末残高 6,717,541

自己株式  

当期変動額  

株式移転による増加 △563,724

自己株式の処分 57,849

当期変動額合計 △505,875

当期末残高 △505,875

株主資本合計  

当期変動額  

株式移転による増加 11,433,513

剰余金の配当 △205,117

当期純利益 293,172

自己株式の処分 54,468

当期変動額合計 11,576,036

当期末残高 11,576,036

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金  

当期変動額  

株式移転による増加 29,147

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 38,351

当期変動額合計 67,498

当期末残高 67,498

少数株主持分  

当期変動額  

株式移転による増加 661,123

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 87,797

当期変動額合計 748,920

当期末残高 748,920
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当連結会計年度 
(自 平成23年10月３日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 1,107,379

減価償却費 501,178

減損損失 596,941

のれん償却額 96,665

貸倒引当金の増減額（△は減少） 10,469

退職給付引当金の増減額（△は減少） 55,745

受取利息及び受取配当金 △13,508

支払利息 32,953

投資有価証券売却損益（△は益） △14,138

固定資産除売却損益（△は益） 66,989

受取補償金 △125,054

売上債権の増減額（△は増加） △1,967,292

たな卸資産の増減額（△は増加） △753,536

仕入債務の増減額（△は減少） 862,029

その他 1,355,206

小計 1,812,027

受取補償金の受取額 206,352

法人税等の支払額 △257,124

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,761,256

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △100,000

定期預金の払戻による収入 290,000

有形固定資産の取得による支出 △253,466

有形固定資産の売却による収入 107,412

投資有価証券の取得による支出 △162,759

投資有価証券の売却による収入 361,275

関係会社株式の売却による収入 69,000

関係会社株式の取得による支出 △144,820

貸付けによる支出 △8,000

貸付金の回収による収入 15,413

利息及び配当金の受取額 13,585

その他 △173,707

投資活動によるキャッシュ・フロー 13,933

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △900,000

長期借入れによる収入 500,000

長期借入金の返済による支出 △1,046,401

社債の償還による支出 △50,000

割賦債務の返済による支出 △142,033

自己株式の売却による収入 54,468

配当金の支払額 △203,822

利息の支払額 △32,034

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,819,823

現金及び現金同等物に係る換算差額 382

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △44,251

現金及び現金同等物の期首残高 2,913,799

現金及び現金同等物の期末残高 2,869,548
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該当事項はありません。   

   

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

当連結会計年度 
（平成23年10月３日から 
平成24年３月31日まで） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社は㈱栄光、㈱シェーンコーポレーション、㈱ランゲージ・ティーチング・レボリューションズ、㈱エ

デュケーショナルネットワーク、㈱ネリーズ、㈱学伸社、㈱栄光リアルエステート、㈱エデュプレス及び㈱栄光ア

ースの９社となっております。 

(2）非連結子会社のEIKOH SEMINAR AUSTRALIA PTY.LTD.、EIKOH VIETNAM Co.,Ltd.及び㈱ソーシャルシェアリングサ

ービスは小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

 非連結子会社のEIKOH SEMINAR AUSTRALIA PTY.LTD.、EIKOH VIETNAM Co.,Ltd.及び㈱ソーシャルシェアリングサー

ビス、関連会社の㈱ライトワークス、㈱ファカルタス及び㈱アイ・シー・イー綜合教育研究所は、それぞれ当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲から除外しております。   

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価については移動

平均法により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法  

 なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

②たな卸資産 

 主として商品及び製品のうち教材等の出版物、原材料及び貯蔵品については移動平均法による原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方法）、その他の商品及び仕掛品については個別法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）によっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法、長期前払費用については期限内均等償却によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、定額法を採用しておりま

す。 

 また、建物（建物附属設備を除く。）については平成10年度の税制改正により耐用年数の短縮が行われておりま

すが、平成10年４月１日前に取得したものについては、改正前の耐用年数を継続して適用しております。 

 また、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おり、販売用ソフトウエアについては、販売見込数量または販売可能期間（３年）に基づく定額法によっておりま

す。 
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当連結会計年度（平成23年10月３日から平成24年３月31日まで） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

  

（法人税率の変更等による影響）  

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率

の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用する法定実効税率は従来の40.50％から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日

に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については38.01％に、平成27年４月１日に開始する連結会計

年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.64％となります。この税率変更により、繰延税金資産の金額

（繰延税金負債の金額を控除した金額）は94,850千円減少し、法人税等調整額は99,898千円増加しております。  

  

当連結会計年度 
（平成23年10月３日から 
平成24年３月31日まで） 

(3）繰延資産の処理方法 

  株式交付費 

   支出時に全額費用として処理しております。 

    創立費 

   支出時に全額費用として処理しております。  

(4）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②返品調整引当金 

 商品及び製品の返品に伴う損失に備えるため、過去の返品実績率を勘案した所要額を計上しております。 

③賞与引当金 

 一部の連結子会社については、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。  

④退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当連結会計年度末

において発生していると認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異については、発生年度に、一括費用処理することとしております。 

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

(6）学習塾売上高の計上基準 

 学習塾売上高のうち、授業料収入（講習会収入を含む）及び維持費収入については、授業期間に対応して収益計

上し、教材費収入及びテスト費収入については、教材又はテスト提供時の属する連結会計年度の収益に計上してお

ります。 

(7）のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんの償却については、主として８年間で均等償却しております。  

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっております。 

(9）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

（７）追加情報
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当連結会計年度（平成23年10月３日から平成24年３月31日まで） 

共通支配下の取引等 

１．取引の概要 

（１）株式移転 

①対象となった結合当事企業の名称及びその事業の内容 

名   称  ㈱栄光 

事業の内容  教育事業（集団指導型・個別指導型の進学塾経営等） 

②企業結合日 

平成23年10月３日 

③企業結合の法的形式 

単独株式移転による持株会社設立 

④結合後企業の名称 

栄光ホールディングス㈱（当社） 

   

（２）吸収分割  

①対象となった事業の名称及びその事業の内容 

当社の連結子会社である㈱栄光の管理部門及び関係会社管理部門に関する事業の一部 

②企業結合日 

平成24年１月１日 

③企業結合の法的形式 

当社を吸収分割承継会社とし、当社の完全子会社である㈱栄光を吸収分割会社とする簡易吸収分割 

④結合後企業の名称 

栄光ホールディングス㈱（当社） 

  

その他取引の概要に関する事項 

上記の株式移転及び吸収分割は、経営課題への迅速な対応やコンプライアンス体制の強化を行うとともに、

グループ各社が業務執行に集中することで、市場変化へ機動的に対応することを目的とするものであります。

   

２．実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26日）に基づき、共通支

配下の取引として処理しております。 

   

（８）連結財務諸表に関する注記事項

（企業結合等関係）
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当連結会計年度（平成23年10月３日から平成24年３月31日まで） 

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。  

 当社グループは、取り扱う商品・サービスを「教育」と「教育ソリューション」の２つの事業に区分し、そ

れぞれに事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う商品・サービスについて包括的な事業戦略を立案し、事業

活動を展開しております。 

 したがって、当社グループは事業本部を基礎とした事業区分別のセグメントから構成されており、「教育事

業」及び「教育ソリューション事業」の２つを報告セグメントとしております。 

 「教育事業」は学習塾「栄光ゼミナール」、語学教室「シェーン英会話」等を運営しております。「教育ソ

リューション事業」は学校、学習塾等の教育機関に対する総合支援事業を展開しております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。 

 セグメント間の内部利益及び振替高は市場実勢価額に基づいております。  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、印刷事業等であります。 

  

（セグメント情報等）

セグメント情報

  

報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 調整額 
連結 

財務諸表 
計上額 教育事業 

教育ソリュー
ション事業 

計 

売上高               

外部顧客への売
上高 

 16,752,642  3,677,393  20,430,036  617,530  21,047,566  －  21,047,566

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

 24,162  1,272,140  1,296,303  1,583,547  2,879,850  △2,879,850  －

計  16,776,805  4,949,533  21,726,339  2,201,077  23,927,417  △2,879,850  21,047,566

セグメント利益  2,246,847  359,656  2,606,503  169,137  2,775,641  △1,044,765  1,730,875

セグメント資産  12,935,070  4,691,499  17,626,570  1,805,455  19,432,025  7,446,316  26,878,341

その他の項目                                           

減価償却費  341,582  41,478  383,061  24,326  407,388  93,789  501,178

のれんの償却額  82,723  13,941  96,665  －  96,665  －  96,665

減損損失  188,074  20,943  209,018  14,473  223,492  373,449  596,941

有形固定資産及び 
無形固定資産の 
増加額  

 557,652  33,365  591,017  4,829  595,847  21,649  617,497
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 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 当連結会計年度（平成23年10月３日から平成24年３月31日まで） 

  該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当連結会計年度 
（平成23年10月３日から 
平成24年３月31日まで） 

１株当たり純資産額 563.81円 

１株当たり当期純利益金額 14.24円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益金額」を算定するための「普通株式の自己株式数」において

は、中央三井アセット信託銀行㈱（現 三井住友信託銀行㈱（再信託受託先 日本トラスティ・サービス信託銀行

㈱））が所有する当社株式（当連結会計年度末現在 株）について、連結財務諸表及び財務諸表において自己株

式として認識しており、当該株式が控除されております。  

870,700

  
当連結会計年度 

（平成23年10月３日から 
平成24年３月31日まで） 

当期純利益（千円）  293,172

普通株主に帰属しない金額（千円）  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  293,172

期中平均株式数（株）  20,587,115

（重要な後発事象）
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